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国立研究開発法人農業生物資源研究所分析・鑑定規程

１３農生研第７８号

平成１３年 ４月 １日

最終改正 ２６農生研第20150324193号

平成２７年 ４月 １日

（目的）

第１条 この規程は、国立研究開発法人農業生物資源研究所（以下「研究所」という。）

が国立研究開発法人農業生物資源研究所業務方法書第５条の規定により研究所以外の者

から依頼を受けて行う分析及び鑑定（以下「分析等」という。）についてその方針を定

め、もって業務の適正な運営に資することを目的とする。

（分析等の依頼）

第２条 分析等を依頼しようとする者（以下「依頼者」という。）は、別記様式１による

分析等依頼書を１件ごとに提出しなければならない。

２ 職員は、依頼者から分析等について相談があった場合は、依頼者に分析等依頼書の提

出を求めるものとする。

（分析等の実施）

第３条 研究所は、前条の依頼を受けたときは、依頼に応じるか否かを決定し、その旨を

別記様式２又は別記様式３により依頼者に通知する。また、必要に応じ、依頼者から供

試試料を取り寄せることとし、依頼に応じないことを決定した場合は、供試試料を返却

する。この場合において、供試試料の取り寄せ及び返還に要する費用は、依頼者の負担

とする。

２ 分析等の実施に当たり、試薬等の消耗品が必要な場合は、別記様式２に試薬等の名称、

数量その他必要事項を記入するものとする。この場合において、消耗品の調達等に要す

る費用は、依頼者の負担とする。

３ 依頼を受けた分析等が研究所で行えないとき、研究所以外の者が行えるとき又は供試

試料が分析等の価値がないと認めるときは、依頼に応じないことができる。

４ 職員は、研究所以外の者から依頼を受けて分析等を行うときには、第１項で定める決

定を経なければならない。

（分析等手数料）

第４条 依頼者は、前条第１項で依頼に応じる通知を受けたときは、速やかに別表に定め

る手数料を納付するとともに、供試試料を送付するものとする。ただし、次に掲げる機

関からの依頼については、原則として手数料は徴収しない。

一 国

二 国立大学法人又は大学共同利用機関法人
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三 地方公共団体又は地方独立行政法人

四 独立行政法人通則法に定める独立行政法人

五 大学（短期大学を含む。）

六 法令に基づく公法人（沖縄振興開発金融公庫及び国家公務員退職手当法施行令（昭

和２８年政令第２１５号）第９条の２各号に規定する法人（第２号及び第４号に掲げ

るものを除く。）その他法令に基づき設立された法人をいう。）

七 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）

により認定を受けた公益社団法人及び公益財団法人

八 公益を目的とする任意団体

九 理事長が特に必要と認める者

（供試試料）

第５条 依頼者は、供試試料が輸送又は保存期間中乾燥、吸湿、腐敗等により成分の組成

に変化を生じないように調整し、適当な容器に入れて提出しなければならない。

２ 研究所は、依頼に応じることを決定した場合であっても、供試試料の受理後において

供試試料の分析等が行えない又は分析等の価値がないことが判明したときは、分析等を

行わないことができる。

３ 前項の規定により分析等を行わないときは、速やかにその旨を別記様式４により依頼

者に通知するとともに、供試試料を返却する。この場合においては、納付された手数料

から返却費用等を差し引いた額を依頼者へ返還するものとする。

（分析等の結果の報告）

第６条 研究所は、分析等が終了したときは、分析等成績書を依頼者に交付する。

附 則

この規程は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年４月１日 １８農生研第０４０１６８号）

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１９年３月３０日 １８農生研第０３２８１７号）

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年１０月１日 ２０農生研第０９３００８号）

この規程は、平成２０年１０月１日から施行する。

附 則（平成２０年１２月１日 ２０農生研第１１２７０７号）

１ この規程は、平成２０年１２月１日から施行する。

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５０
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号）第４４条の規定による移行期間内にあっては、第４条第７号の公益社団法人及び公

益財団法人には、公益目的事業を行う特例社団法人及び特例財団法人を含めるものとす

る。

附 則（平成２１年１０月１日 ２１農生研第20090918004号）

この規程は、平成２１年１０月１日から施行する。

附 則（平成２３年３月２８日 ２２農生研第20110328067号）

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年３月１１日 ２５農生研第20140225006号）

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年３月３１日 ２６農生研第20150324193号）

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
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別表（第４条関係）

分析等手数料は、次に掲げる人件費、装置使用料及び一般管理費に消費税を加算した金

額とする。

・人件費

２，８７０円／時×分析等に要する時間×分析件数

算出した金額に１円未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。

・装置使用料

分析等に使用する装置の取得額×０．９／（４８月×２０日×７．７５時間）

×分析等に要する時間×分析件数

算出した金額に１円未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。

・一般管理費

装置使用料×０．１

算出した金額に１円未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。
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別記様式１

研究企画 センター長
ユニット長

調整室長 領 域 長

分 析 等 依 頼 書

国立研究開発法人農業生物資源研究所理事長 殿

依頼年月日：平成 年 月 日

（依頼者）

機関名：

職 名：

氏 名： 印

住 所：〒

ＴＥＬ：

ＦＡＸ：

Ｅ－mail：

下記の分析等を依頼します。

記

１．供試試料の名称：

２．供試試料の数量等：

３．分析等の内容：

４．分析等の結果報告期限：平成 年 月 日(予定）まで

５．その他：

※ 本依頼書の記載内容は、「国立研究開発法人農業生物資源研究所における個人情報の適正な取扱い

のための措置に関する規程」に則り、本人の承諾無く第三者へ開示いたしません。
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別記様式２

分析等通知書

殿

平成 年 月 日

国立研究開発法人

農業生物資源研究所理事長

平成 年 月 日付けで依頼のあった分析等について、下記のとおり実施しますので通

知します。

記

１．供試試料の名称：

２．供試試料の数量等：

３．分析等実施者所属氏名：

４．分析等に使用する装置名：

５．分析等手数料： 円（消費税を含む。）

６．分析等に必要な試薬等

（１）名称及び数量：

（２）調達方法：

７．分析等の結果報告日：分析等成績書を平成 年 月 日（予定）までに交付する。

８．その他

※ 本通知書の記載内容は、「国立研究開発法人農業生物資源研究所における個人情報の適正な取扱い

のための措置に関する規程」に則り、本人の承諾無く第三者へ開示いたしません。
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別記様式３

分析等通知書

殿

平成 年 月 日

国立研究開発法人

農業生物資源研究所理事長

平成 年 月 日付けで依頼のあった分析等について、下記理由により依頼に応じない

ことを決定したので通知します。

記

１．供試試料の名称：

２．供試試料の数量等：

３．理由：

４．その他

※ 本通知書の記載内容は、「国立研究開発法人農業生物資源研究所における個人情報の適正な取扱い

のための措置に関する規程」に則り、本人の承諾無く第三者へ開示いたしません。
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別記様式４

分析等通知書

殿

平成 年 月 日

国立研究開発法人

農業生物資源研究所理事長

平成 年 月 日付けで依頼のあった分析等について、下記理由により分析を行わない

ことを決定したので通知します。

なお、既に納付された手数料については、下記により算出した額を返還いたします。

記

１．供試試料の名称：

２．供試試料の数量等：

３．理由：

４．返還額：

５．その他

※ 本通知書の記載内容は、「国立研究開発法人農業生物資源研究所における個人情報の適正な取扱い

のための措置に関する規程」に則り、本人の承諾無く第三者へ開示いたしません。


